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下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリティ
エネルギー

物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・人
材育成
その他

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

提案団体名：

○提案内容

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

1.【安全・安心】
1-1）見守り
高齢者と家族の安心安全のために、郵便局社員が定期的（毎月1回/30分程度）に高齢者宅を訪問。会話を通じ
て生活状況を確認し、その結果を家族や自治体に報告。
＜実績＞
2017年からサービス展開中。全国で多数の導入実績あり。
1-2)遠隔コミュニケーション（医療・健康支援）
自治体がもつIPネットワークやインターネット回線を活用し、自治体（保健福祉センター）や診療所等の医療機
関、高齢者宅をテレビ電話（IP電話機）で接続。遠隔地との医療（問診）や医療・健康相談の環境を整備。
＜実績＞
約50の自治体、8万台超の戸別テレビ電話機の導入実績あり。
1-3）防災
自然災害をモニタリングし、観測データをクラウド上で管理。メールやGIS等による情報提供の他、APIによる他シ
ステムとの連携により、防災情報を効率的かつ効果的に活用。また、島内の人的リソースを活用し、協働で防災
システムの維持管理を実現。
＜実績＞
常時観測から発災後の2次災害防止用途まで、国、自治体向けに目的に合わせた最適な観測システムソリュー
ションを多数提供中。

2.【移動支援】情報通信システムを活用した利便性の高い交通網の構築
2-1)航路の安定的な運航と利便性の向上
航路運行情報の乗り継ぎ検索システムへの対応と、リアルタイムでの欠航情報の提供により、利便性の向上を
目指す。
＜実績＞複数の地方公共団体における公共交通総合連携計画策定調査業務委託 （航路再編）に参画。

2-2)島民に対する公共交通機関の再編
　人口密度の小さな地域において、路線バスやデマンド交通のデザインを適切に行い、持続可能な交通システ
ムを導入し、住民の外出促進や健康増進、来訪者の回遊性向上を目指す。乗合交通の配車システムを活用し、
デマンド交通の利便性を高める。複数の交通サービスで連携した決済方法の導入を目指す。
＜実績＞公共交通網形成計画策定業務を通じて過疎地における公共交通再編や路線バスとデマンド交通の組
合せによる運行システム構築を実施。

2-3)観光客に対する二次交通の確保
島内で生産したエネルギーの地産地消による地球環境にやさしい移動サービスの導入。利用者の目的、嗜好に
合わせて様々なモビリティおよび利用拠点を提供する（バス、コムス、電動自転車、バイク）。
＜実績＞離島におけるITSを活用したEV車両導入の実証事業において、計画から運営まで参画。

3.【エネルギー】次世代エネルギーシステムの構築によるエネルギーの地産地消とレジリエンスの強化
3-1)次世代エネルギー（太陽光発電、小水力発電設備）の導入
離島の未利用エネルギー（土地、水資源）を最大限活用して次世代エネルギーを導入 し、島嶼部の電力需要の
大半を担っている火力発電所での化石燃料の使用量を削減する。→脱炭素、エコアイランド、エネルギー地産
地消の推進、火力発電所の停止時の電源確保
＜実績＞国内8か所 約2.7MWの小水力発電事業実績、太陽光発電設備の導入（自社工場160kW、郡山市内
750kW）、モニタリングサービスの販売（約200か所）、その他、設計・施工管理案件多数実績あり

3-2)エネルギーマネジメントサービス（EMS）の提供
島内に導入されている太陽光、風力発電、蓄電池をEMSで制御し火力発電所の運転効率が悪い時間帯に充放
電することで、発電所の燃費を向上させる。災害時に火力発電が停止した際には、太陽光、風力、蓄電池を
EMSで制御して、 避難所など重要施設への電力供給を維持する。さらに、電動モビリティの停車・停留時間に電
池を充放電制御するなど、EMSを島内移動手段に活用する。
＜実績＞道の駅防災機能強化型次世代エネルギー導入（岐阜県）、スマートコミュニティ用EMSの導入（福島
県）、自社工場EMSの導入（福島県）、系統用蓄電池用EMSの導入（イギリス）、電気自動車の充放電制御

4.【キャッシュレス】
4-1)QRコードを活用した、キャッシュレスでの決済手段の提供
現金の維持管理コストが高くセミクローズドの経済圏である離島においてキャッシュレス化による決済手段の多
様化と地域経済活性化を支援する。
＜実績＞
みずほ銀行は、全国の約90の金融機関（※1）と協働して、QRコードを活用したスマホ決済サービス「J-Coin Pay」
を、2019年3月1日より展開中。銀行法に基づき提供するサービスとして、安心・安全な決済手段をご提供。（※2）

（※1）参画金融機関の顧客基盤は合算で約8,000万口座
（※2）預金保険制度による保全等も含む

また、デジタル地域回数券の実証実験を2019年12月から2020年1月まで実施。（山口県周防大島）。
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別添の参考資料に、当団体によるスマートアイランドの取組の考え方を記載。

1.【安全・安心】
＜高齢者が安心して暮らせる地域社会の実現＞
・高齢者の見守り訪問を通して得られる、高齢者の健康状態などの情報を定期的（1回/月）に把握。地域に暮ら
す高齢者の情報を高頻度で更新し、買物や移動、災害時に支援が必要な高齢者を把握することで、高齢者に暮
らしやすい環境を整備し災害時の高齢者の安全性向上を実現。
＜医療・健康サービスの充実＞
・テレビ電話により、遠隔地からの問診や健康相談を実現する環境を構築し、離島の医療サービスを充実する。
また、消防署と連携したテレビ会議による緊急通報環境の整備により、救急・救命活動の迅速化と最適化を目
指す。
＜防災情報の効果的活用＞
・防災IoTセンサを活用したモニタリングにより、防災行政の最適化と効率化を実現。また、防災情報を高齢者向
け社会福祉や観光、交通等と共有・連携することで、地域社会全体の安全・安心を向上。

2.【移動支援】
＜離島の特性を考慮した住民や観光客に使いやすい移動手段の実現＞
・新しい公共交通体系や観光客利用の交通体制の構築
・定期航路に対する現在のニーズに対応した運営改善
・交通サービスのリソース（事業者、人員）が限られた環境であることを考慮した、持続的な公共交通の運営
・エネルギーの有効活用、環境的な持続可能性による、定住促進や観光振興に向けたイメージアップ

3.【エネルギー】
＜次世代エネルギーによる化石燃料の使用量削減＞
・次世代エネルギーの整備によるエコアイランド、低炭素社会およびエネルギー地産地消の実現
・次世代エネルギーによる災害時の電源確保
＜災害時におけるエネルギーレジリエンスの強化・グリーンスローモビリティ導入＞
・島内の次世代エネルギーと蓄電池システムをEMSで制御することによる電力コストの低減、災害時のレジリエ
ンスの強化
・島内の移動手段として導入する電動モビリティの停車・停留時間に電池を充放電制御することで、系統安定
化、施設への電力供給を最適化および災害時の電源確保

4.【キャッシュレス】
＜島民および観光客の利便性向上＞
・島民は、キャッシュレス支払により、限られたATM拠点網に縛られることなく、日常の購買活動が可能。（＝生
活利便性の向上）
・観光客においては、多額の現金を持ち歩く必要なく、スマートな支払行為が可能。
＜店舗運営の効率化と消費の促進＞
・島内の店舗は、現金ハンドリングコストを削減。（＝残業代等の人件費削減や人手不足対応等）
・現金支払のみの場合に逸失していた観光消費を捕捉。また、クーポン配信機能を活用し、ターゲット顧客に対
する効果的なプロモーションも展開可能。
・海外QRコード決済事業者との連携により、インバウンド需要も取込可能。

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

【離島の課題解決イメージ】

（３）その他



 

みずほ情報総研株式会社
【キャッシュレス】

笹原 亮太 03-5281-5406 ryouta.sasahara@mizuho-ir.co.jp

応用地質株式会社
【安全・安心】

堀越 満 03-6260-8577 horikoshi-mituru@oyonet.oyo.co.jp

株式会社みずほ銀行／
株式会社BlueLab
【キャッシュレス】

佐藤 泰弘 03-6627-8388 yasuhiro.sato@bluelab.co.jp

（代表）日本工営株式会社
【移動支援・エネルギー】

遠藤 和志 03-3238-8153 a5512@n-koei.co.jp

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）
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移動

支援

見守

り

防災
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ﾚｽ

災害時
避難

買物・通院

移動店舗

要支援者
避難支援

買物、病院
決済

公共交通・宿泊・飲食
決済

観光

全体構想イメージ

指定避難所

土砂災害危険箇所

災害時要援護者

コミュニティバス

独居老人

見守り×防災IoT×移動支援

１．【安全・安心】
＜高齢者が安心して暮らせる地域社会の実現＞
〇高齢者の健康状態などの情報を定期的（1回/月）に把握

＜防災情報の効果的活用＞
〇防災IoTセンサを活用したモニタリングにより、防災行政の最適化と効率化を
実現

２．【移動支援】
＜離島の特性を考慮した住民や観光客に使い
やすい移動手段の実現＞
〇新しい公共交通体系や観光客利用の交通体
制の構築

〇定期航路に対する現在のニーズに対応した
運営改善

〇持続的な公共交通の運営
〇エネルギーの有効活用、環境的な持続可能
性による、定住促進や観光振興に向けたイ
メージアップ

４.【キャッシュレス】
＜島民および観光客の利便性向上＞
〇QRコードを活用したスマホ決済サービスの導入
〇海外QRコード決済事業者との連携

＜店舗運営の効率化と消費の促進＞
〇現金ハンドリングコストを削減（残業代削減・人手不足対応等）
〇クーポン配信機能によるターゲット顧客に対する効果的なプロモー
ション

3．【エネルギー】
＜次世代エネルギーによる化石燃料の使用量
削減＞
〇エコアイランド、低炭素社会およびエネル
ギー地産地消の実現

〇次世代エネルギーによる災害時の電源確保

＜災害時におけるエネルギーレジリエンスの
強化・グリーンスローモビリティ導入＞

〇島内の次世代エネルギーと蓄電池システム
をEMSで制御

〇電動モビリティの停車・停留時間に電池を
充放電制御

観光×移動支援

1

エネルギー



１. 【安全・安心】 見守り

（日本郵便株式会社）
2



１. 【安全・安心】 遠隔コミュニケーション（医療・健康支援）

（日本工営株式会社 協力:アイ・コミュニケーション㈱）

⚫ 自治体のもつIPネットワークや、インターネット
回線を活用して、医療機関や診療所、高齢者のお宅
や公民館などをIP電話機で接続するサービス
（戸別端末）

⚫ コミュニケーションや一斉通知が可能となるので
様々な用途の利用が可能
・遠隔医療（問診）
・医療相談（健康相談）

など

⚫ 戸別TV電話機の実績は多数
（50弱の自治体、8万台超の実績）

※問診以外の医療での直接的な実績は無しだが、通信網の活用事例として提案

■テレビ電話による緊急通報サービス・遠隔コミュニケーション

■テレビ電話による医療・健康相談機能

3



越流・冠水・浸水のモニタリング

土砂災害のモニタリング

冠水・浸水のモニタリング（高潮）

火山灰のモニタリング

河川水位のモニタリング

（応用地質株式会社）

１. 【安全・安心】 防災

4



１. 【安全・安心】 防災 （土砂災害のモニタリング）

（応用地質株式会社）
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１. 【安全・安心】 防災（河川水位のモニタリング）

（応用地質株式会社）
6



１. 【安全・安心】 防災（越流・冠水・浸水のモニタリング）

増水センサ

越水センサ

通信部

小河川への設置例

⚫ 冠すいっちは、冠水（増水・越水・越流）を検知するセンサです。
⚫ ため池、河川（用水路）、堤防、アンダーパス、排水溝などへの適用が可能です。
⚫ 冠水（水没）を検知すると、指定サーバーに冠水情報を送信します。
⚫ 通信部（LTE-Mモジュール及び電源）とセンセは別になっており、ケーブルで
接続する構成となっています。

⚫ 通信部１台にセンサ３台まで接続可能です。
⚫ 内蔵バッテリーで約５年間の連続稼働が可能です。（監視モードで１日１回送信
の場合）

＜仕 様＞
⚫ 電源
リチウム電池パック：3V
電池交換不可能（メーカー交換）

⚫ 測定項目
冠水（フロートスイッチのON/OFFで検知）

⚫ 通信方式
LTE-M

⚫ 筐体部
使用温度範囲：0℃～60℃
外形寸法 ：130×325×50mm（通信部）

：80×80×45mm（センサ部）
重量 ：1.1kg（通信部）

：1.1kg（センサ部）
標準構成
通信部 ：1台
センサ ：2台（ケーブル付き）

冠すいっち

（応用地質株式会社）
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１. 【安全・安心】 防災（火山灰のモニタリング）

（応用地質株式会社）
8



１. 【安全・安心】 防災（低価格・双方向通信型の防災IoTセンサ）

9
（応用地質株式会社）



２. 【移動支援】航路の安定的な運航と利便性の向上
航路運行情報の乗り継ぎ検索システムへの対応と、リアルタイムでの運航情報の提供により、
利便性の向上を目指す。

14:00 欠航
16:00 調査中

気象状況等に対応した運航情報の提供

航路と島内の交通との乗継検索システム

14:00～14:30 14:45～15:10 15:15～15:30

（日本工営株式会社）
10



２. 【移動支援】島民に対する公共交通網の再編
路線バスやデマンド交通のデザインを適切に行い、持続可能な交通システムを導入し、住民の
外出促進や健康増進、来訪者の回遊性向上を目指す。乗合交通の配車システムを活用し、
デマンド交通の利便性を高める。複数の交通サービスで連携した決済方法の導入を目指す。

デマンド交通などを適切に組み合わせた公共交通網の再編

タクシー会社①

タクシー会社②

バス 定時定路線

デマンドタクシー

デマンドバス

民間バス

自家用有償旅客運送

データ連携、決済や料金の統合

（日本工営株式会社）
11



２. 【移動支援】観光客に対する二次交通の確保

島内で生産したエネルギーの地産地消により地球環境にやさしい移動サービスの導入。利用者の目的、
嗜好に合わせて様々なモビリティおよび利用拠点を提供する（バス、コムス、電動自転車、バイク）。

情報拠点・乗換拠点
（観光協会等）

観光地

モビリティを組み合わせた二次交通の確保

空港

（日本工営株式会社）
12



３. 【エネルギー】 次世代エネルギーの導入

再エネモニタリングサービス太陽光発電

水力発電

◇低落差向けらせん水車 ◇多様なビジネスモデル
への対応

◇EPC & 事業運営

◆ 地域貢献を目指した自治体
との共創事業

◆ BOT（Build Operate Transfer)
◆ 発電代行サービス
◆ 地域主導発電事業
◆ EPC （設計・施工一括サービス)

国内実績
8箇所

約2.7MW

らせん水車は、農業用水路
や取水堰などの低落差地点
においても発電が可能
✓ 低落差で高効率
✓ 塵芥や土砂流入に強く

メンテナンスフリー
✓ 水中の軸受け部はオイ

ルフリー
✓ 魚類が流下でき、環境

に調和した水車

（日本工営株式会社）
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３. 【エネルギー】 エネルギーマネジメントシステム（EMS）

 日本工営株式会社 福島事業所 

 

 

 

 

受変電設備 

東北電力 

 

構内負荷設備 

図 1 設備構成図 

蓄電設備 

 

 

制御装置 

充放電 

デマンド計測 充放電制御 

受電 発電 

受電 

太陽光発電設備 

 

 

 

（自社工場での導入システム）
太陽光発電システム：160kW
蓄電池システム：380kW/100kWh

太陽光発電設備、蓄電システムを
導入、EMSによる最適制御
◆ 太陽光出力の平準化
◆ ピークシェービング、ピークシフト
◆ 翌日のピーク電力を予測する需給計画

管理
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エネルギーマネジメントによるデマンド電力の低減
受電電力

デマンド電力

蓄電充放電電力

太陽光発電

charge
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Demand Control example

Charge in low load time
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BESS Power

14
（日本工営株式会社）



３. 【エネルギー】 防災対応型蓄電システム
◼ 太陽光発電、蓄電池をEMSで制御し、平常時の低炭素化、エネルギー利用の効率化、災害時の電力供給に貢献

✓ 電力のピークシフト・ピークカットにより施設の電力利用を平準化

✓ 太陽光発電により化石燃料、CO2削減に貢献

✓ 停電時には太陽光発電と蓄電設備で特定機器に給電を継続（防災対応）

✓ 太陽光発電・蓄電設備・施設電力消費の最適化を計画

（日本工営株式会社） 15



３. 【エネルギー】 蓄電池による系統安定化サービス

英国での蓄電池事業(４MW)

（日本工営株式会社）
16



３. 【エネルギー】 離島でのスマートグリッド導入

港

太陽光発電所

村役場 学校

水力発電所

内燃発電

住宅

BESS

EMS

蓄電池による
太陽光の出力変動対策

蓄電池およびEMSによる
系統変動対応により

系統の太陽光導入制約の緩和EMSの構築により離島の次世代エネルギー
を最大限活用し、内燃発電所の燃料使用
量削減、低炭素化、低コスト化に貢献

離島スマートグリッド
EMSの構築により離島の次世代エネルギー
を活用した系統安定化

離島スマートグリッドの検討例

（実現可能性調査）

17
（日本工営株式会社）



３. 【エネルギー】次世代エネルギー×地産地消×電動モビリティ

・地域の未利用エネルギーを有効活用して、らせん
水車（水力発電）、太陽光発電により発電

次世代エネルギー

電気自動車への充電

物産店、道の駅で自家消費

電力系統へ余剰売電
・売電収益により投資回収

・維持管理費へ補てん

・電気代削減

・環境負荷低減

・エネルギーの地産地消

・燃料代削減

・ガソリン給油の手間省略

・環境負荷の低減

※V2H or V2Bでピークシフト、

災害時のバックアップ電源

・食料品等の配達、集荷、調達
※災害時の移動用電源として利用

※災害時電源としても利用可能

地域コミュニティ
・農協
・老人ホーム
・集会所
・給食センター など

18
（日本工営株式会社）



デジタル通貨でスマホ完結。
お店での支払いだけでなく、

個人間での送金まで、いつでも・どこでも・誰でも・

誰とでも。

送る 送ってもらう 支払う

3つの基本機能

キャッシュレス社会の実現を目指し、全国90以上の金融機関と協働し

“銀行系デジタル通貨のプラットフォーム”を構築。

J-Coin Payとは

４. 【キャッシュレス】 QRコードを活用したキャッシュレス決済手段

（㈱みずほ銀行、みずほ情報総研㈱、㈱BlueLab）
19
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【参加金融機関の個人顧客基盤】：約8,000万口座

４. 【キャッシュレス】 QRコードを活用したキャッシュレス決済手段


